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家庭・幼児教育・学校教育から社会へ

●研究概要

子どもたちや若者が、自分の進路を自分自身で選
びとり決めていく、その可能性を豊かに保障していく
学校・行政・地域の地道な取組みに着目し、「接続」
と「移行」を視点としてトータルに研究しています。
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● 研究テーマ

1⃣ 地方における保育・教育と漸進的教育無償化
2012年、日本は国際人権規約（社会権規約）13条2項の留保を撤

廃し、中等教育および高等教育の漸進的無償化への義務を負うこと
になりました。授業料のみならず、どのような取組みが各地であるの
でしょう？ 就学前から高等教育へ至る「子育て・教育の地域共同シ
ステムの在り方と漸進的無償化に係る自治体総合施策の研究」
（JSPS科研費19K02465）を進めています。

2⃣ 保育所/幼稚園と家庭・小学校・地域との連携
子どもたちの１日２４時間全体を見通し、卒園後の育ちを思い描い

た保育、小学校とのなめらかな接続を保障するカリキュラム、行政
のサポート等を、保育者養成の実践に係る課題から追究してきまし
た。幼児期の保育・教育は、その後の成長発達に大きく影響するこ
とはもちろん、親世代の働き方にとっても重要な問題です。また、福
祉・教育の分野は、資格取得をして定住を希望する若者の働く場と
しても魅力的です。総合的な観点から研究を続けています。

3⃣ 工業科教員の養成・産業教育の充実
科研費研究（代表）として、「高等学校工業科教員の養成・採用・

研修に関する実証並びに比較研究」、「工業高校・高等専門学校・
大学工学部の教育システム上の接続関係に関する研究」、「工業高
校・高等専門学校・大学工学部・専門学校の接続に関する実証的研
究」等を行ってきました。生物理工学部戦略的研究Ⅲでは、工業高
校（2017）、高専（2018）、専門職大学等（2019）、高校改革（2020）に関す
る研究に取組んでいます。
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